
東日本大震災に係る被災代替住宅用地特例申告書 

  年  月  日 

 山元町長 殿 

申告者 

住所又は所在地 〒 

                            

氏名又は名称                  印  

連  絡  先      （       ）      

  東日本大震災により被災した住宅用地の代替用地取得に対し、地方税法附則第５６

条第１０項に規定する特例の適用を受けたいので、次のとおり申告します。 
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所  在  地  
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り災証明書の判定 
 □全 壊    □大規模半壊    □半 壊    

 □その他（                         ） 

※「代替土地」とは、被災住宅用地の代替として取得した土地をいう。 

※「被災住宅用地」とは、東日本大震災の影響により滅失・損壊した住宅の敷地で、平成２３

年度の固定資産税において住宅用地の特例の適用があった土地という。 

※「被災家屋」とは、東日本大震災により滅失し、又は損壊した家屋をいう。 



◎特例適用要件  

１ 特例対象者 

⑴ 被災住宅用地の所有者（共有の場合は、その持分を有する者） 

※平成２３年１月２日以降に取得し、東日本大震災で被災した土地及び家屋は、震災発生

時、被災地に所在、所有したことを証する書類（契約書、引渡書等）が必要となります。 

⑵ 被災住宅用地の所有者に相続が生じたときの相続人 

⑶ 個人の被災住宅用地の所有者の３親等内の親族で、代替土地の上に新築される家屋に当

該所有者と同居する予定であると認められる者 

⑷ 被災住宅用地の所有者に合併が生じたときの合併後存続する法人又は合併により設立

された法人等 

２ 被災住宅用地用件 

東日本大震災により滅失し、又は※損壊した家屋の敷地で、平成２３年度において住宅用

地の特例（地方税法第３４９条の３の２）の適用を受けていたもの。 

※「損壊」とは、平成２３年度において一定以上の損害があることにより減免が適用され

る程度の被害を受けたものをいう。（り災証明書の判定が「一部損壊」の場合は対象外） 

３ 取得期限 

平成２３年３月１１日から令和８年３月３１日までの間に取得された土地 

◎特例の内容  

被災住宅用地の代替で取得した土地のうち、被災住宅用地に相当する分について、取得後３

年度分、当該土地を住宅用地とみなす。 

◎添付書類  

１ 特例対象者が⑴の場合 

① り災証明書（写）等 

平成２３年３月１１日に被災した住宅用地に、存在していた住宅のり災証明書で半壊以

上のもの。※り災証明が発行されていない場合は、半壊以上の判定に該当すると認められ

る客観的な資料（減免決定通知書でも可） 

② 固定資産課税台帳（写）又は固定資産台帳登録事項証明書（写） 

被災住宅用地が平成２３年度の固定資産税の課税において、住宅用地の課税標準の特例

の適用のあったことが分かるもの。 

③ 被災住宅用地の代替土地に住宅を建設する予定であることを約する誓約書 

 代替土地を住宅用地として使用する予定であることを約するもの。 

④ 代替土地の登記事項証明等 

代替土地の面積が分かるもの。 

２ 特例対象者が⑵の場合 

 上記①～④ ＋ ⑤戸籍謄本 

３ 特例対象者が⑶の場合 

  上記①～④ ＋ ⑤戸籍謄本 ＋⑥所有者と同居する予定であることを約する誓約書 

４ 特例対象者が⑷の場合 

上記①～④ ＋ ⑦法人登記簿の登記事項証明 

※被災地・取得地共に山元町内の場合は①・②・⑤は不用となります。また必要に応じ

て上記以外の書類を提出していただく場合もあります。 

下記の欄は記入しないでください。 

添付書類 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 受付者 メモ欄 

確 認 欄         

 


